
 

不育症対策に関するプロジェクトチームによる検討報告 

2020年 11月 30日 

 

 不育症は単一の診断名ではなく、複数の病態を含むカテゴリー※１であり、「2 回以

上の流産・死産の既往」がある者に対して一般に用いられている用語である。流産

は妊娠の約 10～15％の頻度で生じ、2回目以上の流産の既往は 4.2％、3回以上の

流産既往は 0.9％と報告※２されており、日本では 2回目以上の流産既往歴をもつ方

が年間約 3.1万人ずつ発生すると推定※２されている。 

不育症をきたす母体側の原因としては、凝固異常や子宮形態異常、甲状腺機能障

害のほか、夫婦の染色体異常など複数の病態が包含されており、検査によりこれら

が判明した後には各病態に応じた適切な治療を行うことが重要であるが、一連の検

査を実施しても母体側に異常がみられない（これらを原因不明という）場合が約

65％を占めている。いずれにしても流産・早産を繰り返す方々の肉体的・精神的負

担は大きく、支援の充実が求められている。 

こうした状況を踏まえ、本年 11 月に坂井学内閣官房副長官を座長とした関係省庁

による｢不育症対策に関するプロジェクトチーム｣が設けられ、不育症支援団体や医療

関係者からのヒアリング等を通じて、不育症の課題を整理し、今後の対応策について

検討を行ったところである。 

ヒアリング等を通じて、①不育症に対する検査について有効性・安全性等が確認さ

れているものは既に保険適用されているが、不育症をきたす要因のうち原因不明が約

65％であることから、保険適用されていない研究段階の検査も実施されていること、

②こうした検査を保険適用されている検査等と合わせて実施する場合等もあり、その

場合には全体が自費診療として実施されている実状があること、③不育症患者へのグ

リーフケアを含めたカウンセリング等やピア・サポートを受けられる場所や機会が少

ないこと、④「不育症」について国民の認知度が低く、どのような検査、治療、カウ

ンセリング等が受けられるか十分知られていないこと、⑤子どもを持つことを望む夫

婦にとっては里親委託や特別養子縁組も選択肢になりうるが、これらの制度の認知度

が低いこと、などの課題が明らかとなった。 

これらの課題を踏まえ、プロジェクトチームとしては、以下のような対応が必要と

考えた。今後、関係府省で連携しながら、自治体、関係学会、民間支援団体等の協力

を得ながら早急に取組を進めていく。 

 
※１ 平成 23年度厚生労働科学研究費補助金「反復・習慣流産（いわゆる「不育症」）の相談対応マニュアル」 

※２ 国立研究開発法人 日本医療研究開発機構委託事業「不育症の原因解明、予防治療に関する研究」研究班「AMED 研究 不育症

の原因解明、予防治療に関する研究を下にした不育症管理に関する提言 2019」 



 

1. 経済的支援 

1） 不育症の検査に対する助成金の創設（令和 3 年春目途） 

現在、研究段階にある不育症検査（例えば流産検体の染色体検査）のうち、先

進医療として実施されるものを対象に、自治体が行う助成に対し一定の補助を

行う、保険適用を目指した検査費用助成事業を創設する。 

✓ 本制度を通じて、エビデンスを集積し、将来の保険適用を目指す。    

✓ 既に保険適用されている検査の保険診療としての実施を促す観点から、 

当該検査を保険診療として実施することを助成の要件とする。 

2） 不育症治療の保険適用 

有効性・安全性等が確立された治療法について、順次保険適用を目指す。 
 

2. 相談体制の拡充 

 不妊専門相談センター機能の拡充（令和 3 年中） 

不妊専門相談センターと自治体（担当部局、児童相談所等）及び医療関係団

体等で構成される協議会を設け、地域におけるニーズや活動状況等を共有す

るとともに相談者や研修の実績等を国が把握し利用を促進する施策を講じる。 

また、不妊専門相談センターの事業として令和 3年度より以下を追加する。 

① カウンセリング※ 

：将来的な保険適用を目指し、流産等の複雑な心理状況にある方の相談等

にあたって必要な知識や心理カウンセリングスキルの標準化を目指し、令

和 3 年中に標準マニュアルを策定する。その上でカウンセラー（「不妊・

不育サポートアドバイザー」）の育成および体制の整備を図る。 

※グリーフケアを含む 

② 不妊症・不育症の経験者による相談支援※（ピア・サポート） 

：ピア・サポーター育成のための研修および実施体制の整備を行う。 

③ 里親委託や特別養子縁組等に関する制度周知 

：児童相談所等の職員による、医療機関向けの説明会の実施等 

 

3. 国民への周知・広報（令和 2 年度以降） 
 国民に対する啓発 

① 不妊症・不育症等全国フォーラム開催を始め新聞広告、政府広報等の実施 

② 普及啓発のシンボルマーク、シンボルカラーの作成等 

③ 患者向けポスター等の作成、医療機関への送付 

（保険適用項目、今般の助成制度、不妊専門相談センター、ピア・サポーター、里親・養子縁組周知等） 

④ 広く企業・団体の参加を得て官民合同で開催する「子育て応援コンソー

シアム」を活用した、不妊治療や不育症等への社会的な理解の促進 

その他、医療機関に対する不育症検査・治療の保険適用等に関する周知・広報 



 

不育症対策に関するプロジェクトチーム 

 

 子供を持つことを希望しながらも流産や死産を繰り返す不育症について、今

後の対策の在り方などを検討するため、関係府省によるプロジェクトチームを

設置。 

 

（座長）   坂井  学 内閣官房副長官 

（副座長）  藤井 健志 内閣官房副長官補 

（メンバー） 大沢  博 内閣官房副長官補室内閣審議官 

       大坪 寛子 厚生労働省子ども家庭局審議官 

       横幕 章人 厚生労働省保険局審議官 

       藤原 朋子 内閣府子ども・子育て本部審議官  

 

〇検討スケジュール 

11月 11日（水） プロジェクトチーム立ち上げ、有識者ヒアリング① 

・石井 慶子氏（お空の天使パパ＆ママの会代表、生殖心理カウンセラー） 

・工藤 智子氏（不育症そだってねっと代表） 

11月 12日（木） 有識者ヒアリング② 

・杉 俊隆氏 

（杉ウイメンズクリニック院長、東海大学客員教授・研究開発分担者） 

11月 19日（木） 有識者ヒアリング③ 

・齋藤 滋氏（国立大学法人富山大学 学長） 

・中塚 幹也氏（岡山大学大学院保健学研究科 研究科長） 

・小泉 智恵氏 

（獨協医科大学埼玉医療センター リプロダクションセンター研究員） 

・杉本 公平氏 

（獨協医科大学埼玉医療センター リプロダクションセンター教授） 

11月 30日（月）  とりまとめ 


